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福祉用具が導入され，介助方法などの講習や研修が行われているにも関わらず，十分な腰痛予防効果を得られ

ていない介護施設がある．本研究では，このような介護施設において，適切な介助や福祉用具の使用を実施する

ための責任者の選任，講習や研修，評価の実施といった安全衛生活動を改めて職場改善プログラムとして実施し，

そのプログラムによる介護職員（以下，介護者と記載）の腰痛予防効果を介入研究（介入施設と非介入施設）に

より検討した．その結果，介入施設では，リフトなどの福祉用具が頻繁に使用され，介入 1 年半後（以下，介入

1.5 年後と記載）においても仕事に支障をきたすほどの腰痛（以下，重度の腰痛と記載）の増加は認められなかっ

た．一方，非介入施設では，適切な介助方法や福祉用具の使用が十分行われず，介入 1.5 年後の重度の腰痛者数

が介入前に比べて 2 倍に増加した．これらの結果より，介助方法や福祉用具の使用に関する職場改善の取り組み

は，介護者の腰痛改善とまではいたらなかったものの，腰痛を悪化させない効果があり，腰痛予防に有用な安全

衛生活動であると考えられる． 
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1. はじめに 

介護施設では，介護職員（以下，介護者と記載）の腰

痛が近年急増している 1)．我々が 2014 年に実施した全

国の特別養護老人ホームを対象にしたアンケート調査に

よると，仕事に支障をきたすほどの重度の腰痛を訴えた

介護者は 34.7%にものぼった．また，介護者が人力で入

居者の抱え上げを行っていることと無理な姿勢をとって

いることが，重度の腰痛を引き起こす直接的な要因にな

っていた．さらには，介助方法や福祉用具の使用方法に

関する講習・研修の実施，福祉用具の利用指導，介助方

法や福祉用具の使用方法に関する評価，責任者からの助

言や指導といった安全衛生活動を実施することが，人力

での入居者の抱え上げや無理な姿勢をとらないことに繋

がっていた．これらの結果は，適切な介助や福祉用具の

使用を実施するための責任者の選任，講習や研修，評価

の実施が，介護者の腰痛予防に繋がることを示唆する． 

一方，既に福祉用具が導入され，介助方法などの講習

や研修が行われているにも関わらず，十分な腰痛予防

効果が得られていない介護施設も少なくない 2)．リフト

などの福祉用具は，介護者の腰痛予防に有用とされて

いる 3-5)．それにも関わらず，十分な腰痛予防効果が得

られていないのは，福祉用具の使用方法や介助方法に

関する教育が不十分であり，それらの教育手法や職場

での安全衛生活動と一体となった組織的な手法として

適切に行なわれていない可能性がある． 

そこで本研究では，既に福祉用具が導入され，介助方

法などの講習・研修が行われている介護施設において，

適切な介助方法や福祉用具の使用方法を実施するための

責任者の選任，講習や研修および評価の実施といった安

全衛生活動を改めて職場改善プログラムとして実施し，

そのプログラムによる介護者の腰痛予防効果を介入研究

により検討した． 

 

2. 方法 

1) 調査対象 

対象施設は 2 つの特別養護老人ホームとし，1 つは介

入施設，もう 1 つは非介入施設とした．介入施設は愛知

県にあるユニットケア（約 10 名分の個室と共有スペー

スを 1 ユニットとしてそれが複数有る）タイプの施設，

非介入施設は埼玉県にある多床室（2～4 名入居する部屋

が複数有る）タイプの施設とした．対象介護者は，両施

設に勤務する介護者全員とした． 

 

2) 調査項目 

調査は，本研究用に作成した記名式の施設用アンケー

トおよび介護者用アンケートを用いて実施した．施設管

理者記載の施設用アンケートでは，施設の基本情報（介

護者数，入居者数，要介護度など），福祉用具数，安全衛

生活動について調査した．介護者記載の介護者用アンケ

ートでは，介護者の基本情報（性別，年齢，労働時間な

ど），腰痛の程度，取り組んでいる安全衛生活動，福祉用

具の使用有無，介助方法などについて調査した．腰痛の

程度は，最近 1 週間の腰痛の状態を「腰痛はなかった」，

「腰痛はあったが仕事に支障はなかった」，「腰痛のため

仕事に支障をきたしたが休職はしなかった」，「腰痛のた

め休職したことがある」の 4 段階で評価した．このうち，

後の二つを，仕事に支障をきたすほどの重度の腰痛（以

下，重度の腰痛と記載）としてまとめた． 

*1 労働安全衛生総合研究所 産業疫学研究グループ 

*2  労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 

*3  労働安全衛生総合研究所 所長代理 

*4  福祉技術研究所株式会社 

   連絡先：〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾 6-21-1 

   労働安全衛生総合研究所 産業疫学研究グループ 岩切一幸*1 

   E-mail: iwakiri@h.jniosh.johas.go.jp 

–111–



労働安全衛生総合研究所特別研究報告 JNIOSH-SRR-No.47 (2017)  

3) 調査方法 

 施設用および介護者用アンケートは，施設管理者宛に 

送付した．介護者用アンケートは，施設管理者経由にて，

介護者全員に配布するよう依頼した．回答後は，両アン

ケートとも回答者本人が封をし，施設ごとに一括して返

送してもらった．調査参加への意思確認は，両アンケー

トのはじめに調査趣旨，個人情報および施設情報の保護

について記載し，本調査の趣旨を理解して参加に同意す

る場合にのみ記入年月日，施設名，記入者名を記載し，

その後の質問項目に回答するようにした．また，得られ

た情報については，目的以外に使用しないこと，個人お

よび施設が特定される情報は公開しないこと，調査への

参加意志がなくなった場合には，回答の前後に係わらず

に不利益を被ることなく破棄することを伝えた．なお本

研究は，労働安全衛生総合研究所の研究倫理審査委員会

の承認（通知番号 H2704）を得て，2015 年 2 月～3 月

に介入前調査，2016 年 2～3 月に介入 1 年後調査，2016

年 8～9 月に介入 1 年半後調査（以下，介入 1.5 年後と

記載）を実施した． 

 

4) 職場改善プログラム 

介入施設では，介入前調査の終了後に，これまで複数

の介護施設において介助方法や福祉用具の使用方法を指

導してきた専門家（以下，福祉用具インストラクターと

記載）の指導の下，介助方法や福祉用具の使用方法に関

する安全衛生活動を職場改善プログラムとして実施した．

このプログラムでは，まず適切な介助方法や福祉用具の

使用方法に取り組むための「体制」をつくり，次いで講

習や研修による「教育」，そして随時それらの「評価」を

行った．介助方法や福祉用具の使用方法に関する講習・

研修では，介護者が人力での入居者の抱え上げや無理な

姿勢をとらないように，福祉用具の使用を推奨し，入居

者の状態に合った福祉用具の選定とその使用方法，適切

な作業姿勢などについて教育した．以下に，そのプロセ

スを示す． 

(1) 福祉用具委員会を設置し，責任者としてメインス

タッフ 10 名，さらにサブスタッフ 10 名を選任し

た．時期は介入前調査の開始前とした． 

(2) 福祉用具インストラクターからメインスタッフ

およびサブスタッフに対し，適切な介助方法や福

祉用具の使用方法について教育した．時期は介入

前調査の終了後とした． 

(3) メインスタッフおよびサブスタッフから一般介

護者に対し，適切な介助方法や福祉用具の使用方

法について指導を行った．時期は介入前調査と介

入 1 年後調査の間とした． 

(4) 順次，入居者の状態に合った福祉用具を再検討し，

介助方法を見直した．時期は介入前調査の約 6 ヵ

月後から介入 1.5 年後調査の直前までとした． 

(5) メインスタッフが，介助方法および福祉用具の使

用方法に関する評価を行った．時期は介入 1 年後

調査の約 3 ヵ月前から調査終了までとした． 

 一方，非介入施設では，介護者の認識や忙しさなどか

ら，福祉用具を使用したりしなかったりしていたが，特

別な指導などは行わなかった．しかし，例年行っている

一般的な安全衛生に関する講習や研修の実施は制限しな

かった． 

 

5) 統計解析 

得られたデータは，介入施設と非介入施設を比較する

ために，χ2検定または対応のない t検定にて解析した．

重度の腰痛に関しては，施設および調査時期を要因とす

る二元配置分散分析にて解析し，その後，ボンフェロー

ニ検定にて多重比較を行った．アンケートにおける移乗

介助方法および入浴介助方法に関する設問は 5 件法とし

たが，解析では先行研究 2)と同様の方法にて二値化し，

表 1. 介護施設の基本情報と福祉用具数 

介入前 介入1年後 介入1.5年後 介入前 介入1年後 介入1.5年後

91 105 128 72 74 75
入居者数（短期入居者含む） 175 220 220 163 161 162
要介護度（1：低い～5：高い） 3.9 3.8 3.9 3.9 4.1 3.9

離職介護者数 a 8 12 20 3 4 5

休業介護者数 a 0 0 1 2 1 2
福祉用具数

移動式リフト 22 24 26 0 0 0
浴室レール走行式リフト 2 3 3 2 2 2
浴室設置式リフト 18 12 18 0 0 0
自動入浴装置 3 3 3 2 2 2
スライディングボード 4 5 5 0 4 4
スライディングシート 23 43 148 0 0 3
電動昇降ベッド 220 220 220 163 163 163

a: 各調査年度の前年度1年間に離職または休業していた介護者数

介護者数

介入施設 非介入施設
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施設間の違いをχ2 検定にて比較した．統計解析には

IBM SPSS ver.22 を用い，統計的有意差は危険率 5%未

満とした． 

 

3. 結果 

1) 介護施設および介護者の基本情報 

施設用アンケートは，3 回の調査にて施設ごとに 1 部

配布し，いずれも1部回収して100%の回収率であった．

介護者用アンケートの 3 回分の平均配付数と平均回収数

（平均回収率）は，介入施設において 108 部と 101 部

（93.8%），非介入施設において 74 部と 64 部（86.3%）

であった．そのうち，3 回の調査全てに回答した介護者

は，介入施設では 91 名中 49 名（53.8%），非介入施設で

は 72 名中 33 名（45.8%）であり，本研究ではこれらの

介護者を解析対象者とした． 

表 1 に介護施設の基本情報を示す．介入施設の介護者

数と入居者数は，介入前が 91 名と 175 名であったが，

介入 1.5 年後には 128 名と 220 名となった．これは，介

入前調査の後に，施設が入居者数および介護者数の増員

を図ったためである．また，この施設では，介入 1 年後

調査の後に短期入居者（ショートステイ）枠を廃止し，

その分を長期入居者分に割り当てた．非介入施設の介護

者数と利用者数は，介入前が 72 名と 163 名，介入 1.5 年

後も介入前とほぼ同数の 74 名と 162 名であった．要介

護度は，介入施設および非介入施設ともに介入前は 3.9，

介入 1.5 年後も 3.9 であった．各調査年度の前年度 1 年

間に離職または休業していた介護者数は，表 1 に示す通

りであった．介入 1.5 年後の時期には，介入施設と非介

入施設ともに，離職介護者数と休業介護者数の総数が多

くなった． 

表 2 に介入前における介護者の基本情報を示す．介護

者の年齢（平均±標準偏差）は，介入施設が 32.4±10.2

歳，非介入施設が 40.2±9.9 歳であった．交代制勤務は，

介入施設が三交代制を採用し，非介入施設が二交代制お

よび三交代制を採用していた．週労働時間は，介入施設

において 40～45 時間の者が最も多く，非介入施設では

35～40 時間の者が最も多かった．喫煙の有無，保有資格，

勤務形態などは，表 2 に示す通りであった． 

表 2. 介入前における介護者の基本情報 

介入施設
(n=49)

非介入施設
(n=33) p

性別

男性 38.8 48.5 ns
女性 61.2 51.5

年齢（yr） 32.4±10.2 40.2±9.9 **
身長（cm） 162.0±8.0 164.9±9.6 ns
Body Mass Index: BMI 22.6±4.8 23.0±2.9 ns
喫煙

吸う 12.2 48.5 **
吸わない 77.6 42.4

資格（複数回答可）

介護福祉士 42.9 66.7 ns
ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ1～3級 53.1 24.2 *
ケアマネージャー 2.0 3.0 ns
資格なし 10.2 6.1 ns

勤務形態

常勤 83.7 84.8 ns
非常勤・パートタイム等 16.3 15.2

交代制勤務

日勤 26.5 21.2 **
二交代制 2.0 42.4
三交代制 71.4 30.3

週労働時間

＜35時間 14.3 9.1 **
35時間≦, ＜40時間 16.3 45.5
40時間≦, ＜45時間 38.8 36.4
45時間≦ 30.6 6.1

% or Mean±S.D.

p : χ 2
検定またはt検定.

ns: 有意差なし, **: p <0.01, *: p <0.05.

表 3. 最近 1 週間の腰痛の状態 

主効果：
施設

（2水準）

主効果：
調査時期
（3水準）

交互作用：
施設×

調査時期
介入前

1 腰痛はなかった 53.1 45.5
2 腰痛はあったが仕事に支障はなかった 32.7 30.3
3 腰痛のため仕事に支障をきたしたが休職はしなかった 14.3 18.2
4 腰痛のため休職したことがある 0.0 0.0

介入1年後

1 腰痛はなかった 53.1 42.4
2 腰痛はあったが仕事に支障はなかった 34.7 36.4
3 腰痛のため仕事に支障をきたしたが休職はしなかった 10.2 15.2
4 腰痛のため休職したことがある 2.0 6.1

介入1.5年後

1 腰痛はなかった 53.1 30.3
2 腰痛はあったが仕事に支障はなかった 26.5 30.3
3 腰痛のため仕事に支障をきたしたが休職はしなかった 14.3 30.3
4 腰痛のため休職したことがある 2.0 6.1

p =0.11
(F =2.64,
df =1,75)

p =0.03
(F =3.69,
df =2,150)

p =0.08
(F =2.58,
df =2,150)

3と4の状態を便宜的に「重度の腰痛」とする. a: ボンフェローニ検定.

%
介入
施設

(n=49)

非介入
施設

(n=33)

二元配置分散分析

p=0.02 a

（歳）
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2) 福祉用具数と安全衛生活動 

表 1 の下部に介護施設に導入されていた福祉用具数を

示す．介入施設では移動式リフト，浴室のレール走行式

リフト，浴室の設置式リフト，自動入浴装置（仰臥位姿

勢のまま入浴できる機械式の浴槽），スライディングボー

ド（入居者を乗せて滑らせる板），スライディングシート

（入居者を乗せて滑らせる布）が導入されていた．特に，

スライディングシートは，介入 1.5 年後に大量導入され

た．非介入施設では，浴室のレール走行式リフトと自動

入浴装置が導入されていた．スライディングボードとス

ライディングシートは，介入後の時期に導入された．電

動昇降ベッドは，両施設ともに入居者数分が完備されて

いた． 

健康診断，衛生委員会の開催，産業医・衛生管理者の

選任，介助方法や福祉用具の講習・研修の実施，福祉用

具の利用指導，評価，責任者の選任などの安全衛生活動

に関する取り組みは，両施設ともに実施されていた． 

 

3) 介護者の腰痛 

 表 3 に最近 1 週間の腰痛の状態を示す．二元配置分散

分析の結果，施設の主効果において有意差は認められな

かったが（p=0.11），調査時期の主効果において有意差が

認められ（p=0.03），また施設×調査時期の交互作用にお

いても有意傾向が認められた（p=0.08）．次いで，ボンフ

ェローニ検定を行った結果，介入前の時期において，介

入施設と非介入施設における介護者の腰痛症状に有意差

は認められなかった．また，介入施設では，調査時期に

表 4. 介護者の取り組んでいる安全衛生活動，移乗介助方法，入浴介助方法 

介入
施設

 (n=49)

非介入
施設

 (n=33)
p

介入
施設

 (n=49)

非介入
施設

 (n=33)
p

介入
施設

 (n=49)

非介入
施設

 (n=33)
p

安全衛生活動

健康診断の受診（予定を含む） 77.6 84.8 ns 81.6 90.9 ns 91.8 90.9 ns
腰痛健診の受診（予定を含む） 6.1 6.1 ns 4.1 3.0 ns 10.2 0.0 ns
介助方法に関する講習・研修の受講 51.0 87.9 ** 59.2 54.5 ns 65.3 18.2 **
福祉用具に関する講習・研修の受講 73.5 36.4 ** 71.4 51.5 ns 91.8 33.3 **
福祉用具の使用を指導されている 98.0 60.6 ** 95.9 60.6 ** 91.8 60.6 **
入居者ごとの介助方法を実施している 98.0 93.9 ns 98.0 87.9 ns 93.9 87.9 ns
介助方法に関するﾏﾆｭｱﾙの活用 98.0 63.6 ** 95.9 60.6 ** 87.8 51.5 **
介助方法や福祉用具の使用方法の試験を
受けている

91.8 6.1 ** 95.9 9.1 ** 95.9 3.0 **

介助方法や福祉用具の使用方法の評価を
受けている

26.5 18.2 ns 22.4 21.2 ns 16.3 9.1 ns

同僚間で介助方法に関して話し合っている 91.8 97.0 ns 100.0 93.9 ns 91.8 75.8 **
責任者から助言や指導を受けている 91.8 81.8 ns 91.8 72.7 * 87.8 72.7 *

移乗介助

ﾘﾌﾄを必ず・しばしば・時々使用する 89.8 3.0 ** 87.8 3.0 ** 89.8 0.0 **
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞまたはｼｰﾄを必ず・しばしば・
時々使用する

63.3 21.2 ** 75.5 48.5 ** 85.7 78.8 ns

ﾍﾞｯﾄﾞの昇降・背上げ機能を必ず・しばしば・
時々使用する

81.6 69.7 ns 85.7 72.7 ns 91.8 60.6 **

人力で全く・ほとんど入居者を抱え上げていない 12.2 6.1 ns 14.3 3.0 ns 12.2 0.0 *
全く・ほとんど無理な姿勢をとっていない 12.2 12.1 ns 14.3 6.1 ns 10.2 3.0 ns
十分・まあまあ時間に余裕はある・
どちらとも言えない

61.2 57.6 ns 65.3 54.5 ns 63.3 27.3 **

十分・まあまあ人数が足りている・
どちらとも言えない

85.7 66.7 ns 83.7 69.7 ns 79.6 36.4 **

入浴介助

ﾘﾌﾄを必ず・しばしば・時々使用する 100.0 60.6 ** 98.0 63.6 ** 98.0 60.6 **
自動入浴装置を必ず・しばしば・時々使用する 65.3 93.9 ns 73.5 93.9 ns 71.4 90.9 ns
人力で全く・ほとんど入居者を抱え上げていない 26.5 6.1 ** 32.7 3.0 ** 34.7 0.0 **
全く・ほとんど無理な姿勢をとっていない 26.5 21.2 ns 30.6 6.1 ** 18.4 3.0 *
十分・まあまあ時間に余裕はある・
どちらとも言えない

61.2 48.5 ns 65.3 45.5 ns 57.1 33.3 *

十分・まあまあ人数が足りている・
どちらとも言えない

89.8 78.8 ns 91.8 54.5 ** 85.7 42.4 **

p: χ2
検定. ns: 有意差なし, **: p <0.01, *: p <0.05.

%

介入前 介入1年後 介入1.5年後
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おいても有意差は認められなかった．一方，非介入施設

では，介入 1.5 年後の腰痛症状が介入前に比べて悪化し

（p=0.02），重度の腰痛者は 18.2%から 36.4%の 2 倍に

増えた． 

さらに，各調査においてドロップアウトした非解析対

象者と解析対象者の腰痛訴え率を施設ごとに比較した．

その結果，それらの対象者間に有意差は認められなかっ

た． 

 

4) 介護者の取り組んでいる安全衛生活動 

表 4 の上段に介護者が取り組んでいる安全衛生活動を

示す．介助方法に関する講習・研修の受講者は，介入施

設において調査が進むにつれて増加したが，非介入施設

では減少した．福祉用具の使用方法に関する講習・研修

の受講者は，介入施設において介入 1.5 年後に増加した

が，非介入施設では減少した．福祉用具の使用を指導さ

れている者は，介入施設において調査期間を通して 9 割

以上，非介入施設では約 6 割であった．介助方法や福祉

用具の使用方法に関する評価を受けている者は，介入施

設において調査が進むにつれて減少して介入 1.5 年後に

は 16.3%となったが，非介入施設ではさらに減少して介

入 1.5 年後には 9.1%となった．同僚間で介助方法に関し

て話し合っている者は，介入施設において調査期間を通

して約 9～10 割いたが，非介入施設では調査が進むにつ

れて減少して 75.8%になった．また，責任者から助言や

指導を受けている者も，介入施設では調査期間を通して

約 9 割いたが，非介入施設では約 8 割から約 7 割に減少

した． 

 

5) 移乗介助方法および入浴介助方法 

表 4 の中段から下段にかけて，介護者が行っている移

乗介助方法と入浴介助方法を示す．介入施設では，多く

の介護者が福祉用具を使用しており，特に移乗介助およ

び入浴介助時のリフト使用が多かった．また，移乗介助

においてスライディングボードやスライディングシート，

ベッドの昇降・背上げ機能を使用する者も，調査が進む

につれて増加した．一方，非介入施設では，調査期間を

通して，自動入浴装置以外の福祉用具使用者は，介入施

設に比べて少なかった．特に，移乗介助時のリフト使用

者はほとんどおらず，また入浴介助時のリフト使用者も

約 6 割にとどまった． 

移乗介助において人力で入居者を抱え上げていない者

は，介入施設において調査期間を通して 12.2%～14.3%

いたが，非介入施設では調査が進むにつれて減少して介

入 1.5 年後には 0%になった．また，移乗介助において無

理な姿勢をとっていない者は，介入施設において調査期

間を通して 10.2%～14.3%いたが，非介入施設では調査

が進むにつれて減少して介入 1.5 年後には 3.0%になっ

た． 

入浴介助において人力で入居者を抱え上げていない者

は，介入施設において調査が進むにつれて増加したが，

非介入施設では減少した．無理な姿勢をとっていない者

は，介入施設において約 2～3 割いたが，非介入施設で

は調査が進むにつれて減少して介入 1.5 年後には 3.0%

になった． 

移乗介助および入浴介助において，時間に余裕がある

と感じている者または人数が足りていると感じている者

は，介入施設において調査期間を通して大きな変動はな

かったが，非介入施設では調査が進むにつれて減少し，

介入 1.5 年後には介入施設の約半分の値となった． 

 

4. 考察 

介入前調査の時点において，介入施設と非介入施設で

は，重度の腰痛者数に違いはなかった．また，介入施設

においては，一年半の調査期間を通しても，重度の腰痛

者数に大きな変動はなかった．一方，非介入施設では，

介入前に比べて介入 1.5 年後において重度の腰痛者数が

2 倍に増えた． 

非介入施設では，介入施設に比べて福祉用具の使用者

が少なく，また介助方法に関する講習・研修の受講者，

人力で入居者を抱え上げていない者，無理な姿勢をとっ

ていない者などが，調査が進むにつれて少なくなった．

また，時間に余裕があると感じている者および人数が足

りていると感じている者も減少した．非介入施設の介護

者数と入居者数は，調査期間を通して大きな変動はなか

った．それにも関わらず，時間や人数の不足を感じてい

る者が増え，安全衛生活動や適切な介助方法が十分に行

なわれなくなった．これは，2015 年 4 月から，原則，要

介護 3 以上の重度な高齢者しか，特別養護老人ホームに

入居できなくなったことが原因と考えられる 6)．要介護

3 とは，日常生活動作などが著しく低下し，ほぼ全面的

な介護が必要になる状態である．両施設の管理者にイン

タビューを行ったところ，この制度の変更以降，要介護

度では表されない認知症が進んだ方や体のより不自由な

方が増えて手厚い介護が必要になり，介護者の作業負担

が増大したとのことであった．今回の調査データをみて

も，離職介護者数と休業介護者数の総数は，介入 1.5 年

後に多くなっている．また，表 4 において介入前に比べ

て介入 1.5 年後に値が下がっている安全衛生活動および

介助方法の項目を数えてみると，非介入施設では 17 項

目，介入施設においても 10 項目あった．これらのこと

から，介入 1.5 年後の時期には介入前に比べて，介護者

の作業負担が増大しており，非介入施設ではその影響に

より，安全衛生活動や適切な介助方法が十分に行なわれ

なくなり，重度の腰痛者数が増えたものと考えられる． 

一方，介入施設では，介護者の作業負担が増大してい

たにも関わらず，職場改善プログラムにより，介助方法

や福祉用具の使用方法に関する講習・研修の受講者が増

え，移乗介助においてスライディングボードまたはスラ

イディングシートを使用する者やベッドの昇降・背上げ

機能を使用する者が増えた．また，入浴介助においては，

人力で入居者を抱え上げていない者が，調査が進むにつ

れて増加した．さらに，介入施設の介護者は，調査期間

を通して多くの安全衛生活動に参加しており，また福祉
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用具も積極的に使用していた．これらの取り組みにより，

介入施設では，重度の腰痛者数の増加が抑制されたもの

と思われる． 

今後，介入施設において，重度の腰痛者数をさらに減

らすには，介護者に対して介助方法や福祉用具の使用方

法に関する評価を実施し，人力で入居者を抱え上げたり，

無理な姿勢をとったりしないように指導していく必要が

ある．厚生労働省の「職場における腰痛予防対策指針」

7)では，PDCA サイクルに基づいた評価の必要性が示さ

れている．また，我々が 2014 年に実施した全国の特別

養護老人ホームを対象にしたアンケート調査では，介護

者が人力で入居者の抱え上げを行っていることと無理な

姿勢をとっていることが，重度の腰痛を引き起こす直接

的な要因になっていた．さらに，介護施設を対象にした

二年半の介入研究によると 8)，介助方法が改善され，腰

痛者数が減るには，二年半以上の期間が必要と考えられ

た．これらのことから，重度の腰痛者をさらに減らすに

は，評価を徹底させ，人力での抱え上げや無理な姿勢を

とらせないためのプログラム内容とその実施期間を再検

討することが必要と考える． 

以上のことから，福祉用具の積極的な使用と介助方法

や福祉用具の講習・研修などに取り組む職場改善プログ

ラムは，介護者の腰痛改善とまでは至らなかったものの

腰痛を悪化させない効果があり，腰痛予防に有用と考え

られた．今回の調査は，対象施設数および対象介護者数

が少なく，また介入施設と非介入施設では施設タイプが

異なる．多床室タイプの施設では，ユニットケア・タイ

プに比べ，決められた時間内に数十人の利用者に対して

移乗介助や入浴介助を行ったり，対象人数が多いため入

居者の状態把握が希薄になったりすることがあり，これ

らが介護者の作業負担の増大に繋がる可能性が考えられ

る．これらのことから，今後は施設タイプの違いも考慮

した大規模な調査を実施し，さらに検証していく必要が

あると考える． 

 

5. まとめ 

 本調査では，適切な介助方法や福祉用具の使用方法を

実施するための職場改善プログラムを実施し，そのプロ

グラムによる介護者の腰痛予防効果を介入研究により検

討した．その結果，以下の知見が得られた． 

1) 介入施設では，一年半の調査期間を通して，重度の

腰痛者数に違いはなかった．一方，非介入施設では，

介入 1.5 年後に介入前に比べて重度の腰痛者数が 2

倍に増えた． 

2) 2015 年 4 月から，原則，要介護 3 以上の重度な高

齢者しか特別養護老人ホームには入居できなくな

った．これにより，非介入施設では，安全衛生活動

や適切な介助方法が十分に行なわれなくなり，介護

者の作業負担が増大し，重度の腰痛者数が増加した

ものと思われる． 

3) 一方，介入施設では，福祉用具の積極的な使用，介

助方法や福祉用具の講習・研修などの取り組みが，

介護者の腰痛改善とまでは至らなかったものの，重

度の腰痛者数の増加を抑制したと思われる． 

4) 以上のことから，介助方法や福祉用具の使用方法に

関する職場改善の取り組みは，介護者の腰痛を悪化

させない効果に繋がり，腰痛予防に有用な安全衛生

活動であると考えられる． 
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